
課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

（実績） （役割分担）

市町との連携状況 他県の状況

他県のクルーズ船対応
富山県　クルーズ船受け入れのための施設整備済
　　　　wifi設備整備済
　　　　警備員配置、バリケード設置
石川県　クルーズ船受け入れのための施設整備済
　　　　wifi設備整備済
　　　　警備員配置、バリケード設置

クルーズ船寄港時対応
　・観光客の安全確保のため岸壁に警備員を配置し、バリケードを設置する。
　・保安区域内においてバス、タクシーの誘導を行う。
　・一般観光客の受付業務を行う。

［受益者］ クルーズ船乗船客 ［想定される受益者数］ ２，５００人

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

政　　策  〔 8　拡大する世界市場をふくいの成長へ

［解決すべき問題・課題］

海外クルーズ客船を受け入れる地区が保安区域となるため、港湾管理者として必要な警備等を行う必要がある。

［事業目的］

海外クルーズ客船の受け入れ態勢を整える

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 2　成長を創る（産業力）
関連する県の計画等 〔 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R4

補助率 法 定 受 託 事 務

課名 港湾空港課 高野　政志

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

海外クルーズ客船おもてなし事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部



課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

平成２９年度 30年度 令和元年度 ２年度

980 2,328 2,337 11,249

980 2,328 2,337

979 2,328 2,237

［成果指標等の推移］

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度

(1) (1) (4) (2)

1 1 0

(20) (20) (20) (20)

20 20 0

見直し額

■ 継続 □

□ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し

休止 □

実績

実績

完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和３年度の変更点 事業評価

□ 拡充

活動指標 警備員配置人数
(目標)

成果指標 海外クルーズ船寄港回数
(目標)

前年度までの
主な増減理由

受入回数の増（R1：1回　→　R2：4回）

区　　　　　　分 ３年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 6,239

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３年度 令和３年度予算額の増減理由

予算額 6,239 6,239

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R4

補助率 0 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

海外クルーズ客船おもてなし事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部 課名 港湾空港課 高野　政志



課長名

■ ■ R1 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無 □ 無

■ 有 敦賀港港湾計画調査事業 □ 有

（実績） （役割分担）
平成17年までに港湾計画の改訂を行うため、土地造成および土地利用計画の見直しや配置
計画の再検討を実施
[予算額]
平成15年　 89,000千円（一般17,000千円　公共72,000千円）
平成16年　120,000千円（一般42,000千円　公共78,000千円)

市町との連携状況 他県の状況
秋田港　平成30年７月改訂
新潟港　平成27年３月改訂
舞鶴港　平成25年12月改訂

○港湾法に基づく法定計画である港湾計画の改定に必要な調査を行う。
　将来計画策定
　　・長期構想(２０～３０年の活用方針）
　　・港湾計画(１０～１５年の整備計画）
　分析・調査
　　・静穏度分析
　　・航行安全調査
　　・環境アセスメント
　　　　現況調査（秋季・冬季）
　　　　シミュレーション

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

政　　策  〔 9 １００年に一度のまちづくり

［解決すべき問題・課題］

港湾計画は、港湾法に基づく法定計画であり、概ね１５年程度の将来を目標年次として、港湾の能力、施設規模・配置、港湾の土地利用の方針を定める必要がある。

［事業目的］

港湾法に基づき港湾計画を改訂し、港の発展の基礎とする。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 3 楽しみを広げる（創造力）
関連する県の計画等 〔 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R3

補助率 法 定 受 託 事 務

課名 港湾空港課 高野　政志

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

敦賀港将来計画策定事業（港湾計画改訂）

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部



課長名

■ ■ R1 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

平成２９年度 30年度 令和元年度 ２年度

52,128 87,418

52,128

52,128

［成果指標等の推移］

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度

(3) (3)

3

見直し額

■ 継続 □

□ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し

休止 □

実績

Ｒ3年度を目途に計画策定

実績

完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和３年度の変更点 事業評価

□ 拡充

活動指標 準備会、委員会の開催
(目標)

成果指標
(目標)

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 64,400

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３年度 令和３年度予算額の増減理由

予算額 64,400 64,400

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R3

補助率 0 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

敦賀港将来計画策定事業（港湾計画改訂）

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部 課名 港湾空港課 高野　政志



課長名

■ □ R3 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 □ 無

□ 有 ■ 有

（実績） （役割分担）

外貿コンテナ貨物を対象に実施（企業誘致課）

市町との連携状況 他県の状況

伏木富山港（外貿）
博多港（内貿・外貿）
鹿児島港（外貿）
秋田港（外貿）

〇補助対象者
　荷主企業・物流事業者
〇補助条件
　・敦賀港を利用した新たな物流ルート
　・敦賀港の内貿(コンテナ船／RORO線／フェリー定期航路）の利用貨物
　・敦賀港の利用により物流面の改善効果・機能向上が見込まれること
　・トライアルに関するデータ提供・効果検証や敦賀港PRへの協力
　・過去に本事業における補助実績がないこと
〇補助対象経費
　海上運賃、国内陸上輸送費、国内荷役料、梱包料、その他経費等
〇補助率
　１／２
〇補助上限額
　２００千円

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名 敦賀港コンテナ物流トライアル事業

政　　策  〔 9 １００年に一度のまちづくり

［解決すべき問題・課題］

新規貨物を獲得していくためには、物流ルートの転換が必要であるが、運送業者等にとって手間やコストがかかるため現状では、物流ルートを転換するのは難しい。

［事業目的］

既に定着した貨物ルートをもつ荷主および物流事業者に対して、試験的に敦賀港の利用を検討してもらうため、経費の一部を支援することで敦賀港を実際に利用して
もらい、継続的な利用転換につなげたい。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 3 楽しみを広げる（創造力）
関連する県の計画等 〔 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R6

補助率 1/2 法 定 受 託 事 務

課名 港湾空港課 高野　政志

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

敦賀港内航利用拡大事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部



課長名

■ □ R3 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

平成２９年度 30年度 令和元年度 ２年度

［成果指標等の推移］

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度

(3) (3)

3

見直し額

□ 継続 □

□ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し

休止 □

実績

Ｒ3年度を目途に計画策定

実績

完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和３年度の変更点 事業評価

□ 拡充

活動指標 準備会、委員会の開催
(目標)

成果指標
(目標)

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 2,000

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３年度 令和３年度予算額の増減理由

予算額 2,000 2,000

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R6

補助率 1/2 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

敦賀港内航利用拡大事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部 課名 港湾空港課 高野　政志



課長名

■ ■ R3 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 □ 無

□ 有 ■ 有

（実績） （役割分担）

外貿コンテナ貨物を対象に実施（企業誘致課）

市町との連携状況 他県の状況

伏木富山港（外貿）
博多港（内貿・外貿）
鹿児島港（外貿）
秋田港（外貿）

〇ビジネスでの活用
　県内企業が福井空港で小型ジェット機を利用する場合の経費を支援（回送費用：定額、運航費用１／２）

〇観光での活用
　外国人観光客が国内の移動手段として小型ジェット機を利用し、福井空港に着陸する場合の経費を支援（定額９００千円／回）

〇婚活での活用
　婚活イベント等で知り合った男女のペアを対象に遊覧飛行を実施し、思い出づくりによりカップル誕生を促し、結構に結びつける（毎月運航）

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名 敦賀港コンテナ物流トライアル事業

政　　策  〔 9 １００年に一度のまちづくり

［解決すべき問題・課題］

福井空港の利活用促進

［事業目的］

新型コロナの感染症対策として、人との接触機会の少ない移動手段が求められている。一方コロナ禍により、航空需要が落ち込み、多くの航路で定期便が運航休止となっている。このため、空港
到着後、待ち時間なく搭乗でき、国内ほぼすべての空港に直接運航できる小型ジェット機を活用して産業活動や観光（インバウンド）などの活性化を図るとともに、福井空港の利活用をつなげ
る。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 3 楽しみを広げる（創造力）
関連する県の計画等 〔 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助金、直営 補 助 金 R5

補助率 法 定 受 託 事 務

課名 港湾空港課 高野　政志

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

小型ジェット機による福井空港利活用促進事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部



課長名

■ ■ R3 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

平成２９年度 30年度 令和元年度 ２年度

［成果指標等の推移］

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度

見直し額

□ 継続 □

□ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し

休止 □

実績

ビジネス利用　6回
観光利用　　　3回
婚活利用　　 12回実績

完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和３年度の変更点 事業評価

□ 拡充

活動指標
(目標)

成果指標
(目標) (21)

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 14,886

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

諸収入

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３年度 令和３年度予算額の増減理由

予算額 14,886 120 14,766

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助金、直営 補 助 金 R5

補助率 0 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

小型ジェット機による福井空港利活用促進事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部 課名 港湾空港課 高野　政志



課長名

■ ■ H4 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 30 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

（実績） （役割分担）

市町との連携状況 他県の状況
富山県　富山きときと空港「空の日」記念イベント
石川県　小松空港「空の日」フェスタ
　　　　のと里山空港「空の日」フェスタ

福井空港におけるイベント開催
　①　空の日記念絵画コンクール
　②　機体展示、デモンストレーション
　③　セスナ機およびヘリコプター体験搭乗

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

政　　策  〔 9 １００年に一度のまちづくり

［解決すべき問題・課題］

福井空港の利活用促進

［事業目的］

空港の役割を広報啓発し、空港への理解を深める。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 3 楽しみを広げる（創造力）
関連する県の計画等 〔 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 負担金 補 助 金 R5

補助率 法 定 受 託 事 務

課名 港湾空港課 高野　政志

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

空港振興委託事業（スカイフェス）

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部



課長名

■ ■ H4 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 30 年

平成２９年度 30年度 令和元年度 ２年度

4,000

4,000

4,000

［成果指標等の推移］

平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度

(10,000)

8,000

見直し額

■ 継続 □

□ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し

休止 □

実績

実績

完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和３年度の変更点 事業評価

□ 拡充

活動指標
(目標)

成果指標 来客数（単位；人）
(目標) (10,000)

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 4,000

Ｈ２２より隔年開催（Ｈ３０は国体と開催期間が被るため開催見送り）２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３年度 令和３年度予算額の増減理由

予算額 4,000 4,000

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 負担金 補 助 金 R5

補助率 0 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

空港振興委託事業（スカイフェス）

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部 課名 港湾空港課 高野　政志


